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摘　　　　　録
１　この年報は、平成24年度中の福祉行政報告例（社会福祉関係諸法規の施行に伴う各都道府県（市区町村を含む）、指定都市及び中核市における行政の実態を数量的に把握して、国、地方公共団体の社会福祉行政運営のための基礎資料を得ることを目的とする統計）及びその他福祉関係の統計資料等を収録したものであるが、主として県において加工集計したものであり、厚生労働省発表後、変更のあった数値に修正を加えているため、厚生労働省発表数値と必ずしも一致しない。
２　本書の各表の内容は特に時点表示したもののほかは年度（４月～３月）の数値によった。
    また、福祉行政報告例に基づく統計表については、各表の左肩に「第○○」（○○は数字）のようにその基となった福祉行政報告例の表番号を表示している。
３　表章記号の規約
      計数のない場合　　　　　　　　　　　　   　　　　－
      計数不明又は計数を表章することが不適当な場合　　．．． 
      統計項目のありえない場合　　　　　　　   　　　　．
      計数が微小（0.5未満）の場合              　　　　0
４　この年報に用いた比率の算式は次のとおりである。
              被保護人員（各月の被保護人員又は各月の被保護人員の１年間の合計）
   保護率 ＝                                                                      　　　 ×1,000
              推計人口（各月１日現在の推計人口又は各月１日現在の推計人口の１年間の合計）
５　単位未満を四捨五入したために、それぞれの総数と内訳の合計が一致しない場合もある。
